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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　明るさを有する色情報を含み、所定の大きさを１単位とする画素毎に紙葉の読取を行う
読取手段と、
　前記読取手段により読取られた複数の画素によって構成される画像データを記憶する記
憶手段と、
　前記画像データの画素の数を増減する増減手段と、
　前記増減手段によって増減された前記画像データに基づいて、その紙葉の真贋を識別す
る紙葉識別手段と、を有し、
　前記増減手段が前記紙葉の取込み方向及びこれに直交する方向において異なる比率で画
素の数を増減することにより、画素の数の増加率又は減少率に特有のモアレデータを取得
し、
　前記紙葉識別手段が予め格納されている前記紙葉の真券のモアレデータと比較して真贋
判定を行うことを特徴とする紙葉識別装置。
【請求項２】
　前記増減手段による画素の数の増減を、紙葉の取込み方向及びこれに直交する方向にお
いて所定の増減比率で実行するよう、増減比率を設定するパラメータ設定部を有すること
を特徴とする請求項１に記載の紙葉識別装置。
【請求項３】
　前記紙葉の印刷領域に対して、異なる波長の光を照射することが可能な可変波長発光手
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段を備えたことを特徴とする請求項１に記載の紙葉識別装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、紙幣、クーポン券、商品券等、各種の商品やサービスと交換価値（
経済価値）を有する紙葉類の有効性を識別する紙葉識別装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、紙幣、クーポン券、商品券等の紙葉類は、偽造を防止するために、様々な偽造防
止策が施されている。例えば、そのような偽造防止策の一つとして、マイクロプリント（
極めて微細な文字や模様など）を施しておき、このマイクロプリントの情報を読込んで真
正なデータと比較することで、その有効性を識別（真贋判定）することが行われている。
すなわち、このようなマイクロプリントは、線幅が微細であることから、光の干渉によっ
て特有な模様（モアレ縞；モアレパターン）を呈することが知られており、このモアレ縞
（モアレパターン）を取得して、正規データと比較することで、紙葉の有効性を識別する
ことが行われている。
【０００３】
　例えば、特開２００４－７８６２０号公報には、紙葉類としての情報記録体に、万線で
構成される隠しパターンを形成しておき、この隠しパターンを光源で照射すると共に、そ
の反射光を確認パターン（確認用の万線パターンが形成されている）を介して光センサで
検知する技術が開示されている。この場合、光センサでは、隠しパターンの万線と確認パ
ターンの万線が干渉することで、特有なモアレパターンを検知することが可能となり、そ
れを標準モアレパターンと比較することで、真贋判定を行っている。
【０００４】
　また、特開平７－３０６９６４号公報には、前記特開２００４－７８６２０号公報と同
様、マイクロプリントを有する紙葉にストロボ照明装置によって光を照射し、その反射光
を、モアレ縞を発生させるモアレ縞発生手段（格子板）を介して画像検出手段（エリアセ
ンサ）で検知する技術が開示されている。具体的には、マイクロプリントからの反射光が
上記した格子板を通過することでモアレ縞が発生することから、このモアレ縞を画像検出
手段であるエリアセンサで検知して、その周期成分ｆｍの強度が予め設定されたしきい値
Ｔｈを越えている場合は良、周期成分ｆｍが前記しきい値Ｔｈを越えていない場合は否と
判別するようにしている。
【０００５】
　上記した真贋判定技術を備えた紙葉識別装置では、真贋判定精度の向上を図るために、
それまで使用しているセンサよりも解像度が高いセンサを用いる場合がある。このような
場合、上記した公知文献に開示されている技術では、確認パターンを有するフィルタ（格
子板）を、モアレパターンが発生するように再度調査し、かつそれに応じたフィルタ（格
子板）を製造し直す必要があるため、コストの上昇を抑えることが難しくなってしまう。
【０００６】
　また、上記した紙葉類の真贋判定を行う紙葉識別装置は、マイクロプリント（モアレパ
ターン）に関係なく、紙葉搬送路に、赤外線を照射する発光素子（赤外線帯域の波長を照
射する発光素子）を設置しておき、搬送される紙葉に対して赤外線を照射し、その反射光
や透過光を検知して、それを正規の紙葉データと比較することで、真贋判定を実施するこ
ともある。これは、紙葉に施されている印刷のインク独特の波長吸収特性を利用して、真
贋判定を行う方式である。
【０００７】
　ところで、紙葉類として紙幣を例示すると、現状では、各国において、様々な印刷イン
クを用いて紙幣を作成することから、全ての紙幣に対し、これを単一波長のみで１台の識
別装置で真贋判定することは困難である。すなわち、紙幣毎（国毎）に専用の紙幣識別装
置を準備する必要性があり、これによって、紙幣識別装置のコストが高騰してしまう。ま
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た、将来的に、新たな額面の紙幣が登場したり、印刷デザインが変更されることもあり、
現状の紙幣識別装置では、将来的に正確な識別ができなくなる可能性が生じ、新たに専用
の紙幣識別装置を製造する等、同様にコストが高騰してしまう。
【０００８】
　本発明は、上述した問題に着目してなされたものであり、コストの上昇を抑え、紙葉に
形成されているマイクロプリントを利用して真贋判定を可能にする紙葉識別装置を提供す
ることを目的とする。
【０００９】
　また、本発明は、識別する紙葉の種別が変更されても、コストの上昇を抑えて真贋判定
を可能にする紙葉識別装置を提供することを目的とする。
【発明の開示】
【００１０】
　本発明に係る紙葉識別装置の一つの特徴は、明るさを有する色情報を含み、所定の大き
さを１単位とする画素毎に紙葉の読取を行う読取手段と、前記読取手段により読取られた
複数の画素によって構成される画像データを記憶する記憶手段と、前記画像データの画素
の数を増減する増減手段と、前記増減手段によって増減された前記画像データに基づいて
、その紙葉の真贋を識別する紙葉識別手段と、を有することを特徴とする。
【００１１】
　上記した構成の紙葉識別装置によれば、取込んだ紙葉に関する画像データの画素の数を
増減することにより、その紙葉固有の縞状パターン（モアレ縞）が表れたモアレデータを
取得することが可能となる。これにより、例えば、識別精度の向上を図るため、紙葉読取
手段を構成するセンサを、解像度の高いものに変更する場合であっても、モアレ縞を発生
させるためのフィルタを新たに製造する必要が無くなり、コストの上昇を抑制することが
可能になる。
【００１２】
　また、上記した構成の紙葉識別装置は、前記増減手段による画素の数の増減を、紙葉の
取込み方向及びこれに直交する方向において異なる比率で増減するようにしても良い。
【００１３】
　このような構成によれば、取込んだ紙葉に関する画像データの画素の数の増減を、紙葉
の取込み方向及びこれに直交する方向において、異なる比率で増減するだけで画像データ
にモアレ縞が発生し易くなり、モアレデータを容易に取得することが可能になる。
【００１４】
　また、上記した構成の紙葉識別装置は、前記増減手段による画素の数の増減を、紙葉の
取込み方向及びこれに直交する方向において所定の増減比率で実行するよう、増減比率を
設定するパラメータ設定部を有するようにしても良い。
【００１５】
　このような構成によれば、単にパラメータ（縦方向；５０％、横方向；５０％など）を
変更するだけで、センサの解像度に応じた最適なモアレデータを取得することが可能とな
る。このため、記憶領域には、画像データを拡縮するためのパラメータを確保するだけで
良く、無用な記憶領域を確保する必要が無くなり、コストの上昇を抑えることが可能にな
る。
【００１６】
　また、上記した構成の紙葉識別装置は、前記紙葉の印刷領域に対して、異なる波長の光
を照射することが可能な可変波長発光手段を備えていても良い。
【００１７】
　このような構成によれば、紙葉の印刷領域に対して、異なる波長の光を照射することが
できるため、１つの装置で、異なる紙葉の真贋判定を行うことが可能になる。すなわち、
紙葉の印刷領域に用いられている印刷インクは、その種類によって特定の波長光（１つ以
上あると考えられる）を吸収、或いは反射するという特性があることから、真贋判定する
紙葉に用いられている印刷インクに最適な波長光を選択することが可能となる。このため
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、紙葉毎に、それ専用の識別装置を準備する必要がなく、また、異なる紙葉が用いられて
も正確な識別を実施することが可能となる。
【００１８】
　また、本発明に係る紙葉識別装置の別の特徴は、紙葉の印刷領域に対して、異なる波長
の光を照射することが可能な可変波長発光手段と、前記可変波長発光手段から発光される
光に関し、紙葉から得られる透過光及び反射光の内、少なくともいずれか一方を検知する
検知手段と、紙葉に対して照射する光の波長に応じて、その波長の光で得られる紙葉の基
準紙葉データを記憶する記憶手段と、前記検知手段によって検知された紙葉データを、照
射された光の波長による前記基準紙葉データと比較し、その紙葉の真贋を判定する真贋判
定部と、を有することを特徴とする。
【００１９】
　上記した構成の紙葉識別装置では、紙葉の印刷領域に対して、異なる波長の光を照射す
ることができるため、１つの装置で、異なる紙葉の真贋判定を行うことが可能になる。す
なわち、紙葉の印刷領域に用いられている印刷インクは、その種類によって特定の波長光
（１つ以上あると考えられる）を吸収、或いは反射するという特性があることから、真贋
判定する紙葉に用いられている印刷インクに最適な波長光を選択することが可能となる。
このため、紙葉毎に、それ専用の識別装置を準備する必要がなく、また、異なる紙葉が用
いられても正確な識別を実施することが可能となる。
【００２０】
　また、上記した構成の紙葉識別装置においては、前記可変波長発光手段は、紫外線帯域
から赤外線帯域の範囲内で、任意波長の光を紙葉に対して照射可能にすることができる。
【００２１】
　すなわち、真贋判定する紙葉に用いられている印刷インクは、その組成にもよるが、一
般的には、紫外線帯域から赤外線帯域の範囲内のいずれかの波長で吸収特性や反射特性が
ピークになることから、上記した帯域内で発光手段の波長が変更できれば、用いられる紙
葉の殆どに適用することが可能である。
【００２２】
　また、上記した構成の紙葉識別装置においては、前記可変波長発光手段は、紙葉が搬送
される間に、搬送される紙葉に対して異なる波長光を照射可能にすることができる。
【００２３】
　紙葉に対して照射される光については、可変波長帯域の中から特定の波長を選択し、こ
れを搬送される紙葉に対して照射し続けることも可能であるが、上記のように、搬送され
ている最中に、波長を変更することで、読取方向に沿って異なる印刷インクが用いられて
いる場合等、最適な紙葉読取情報を取得することができ、紙葉の識別精度をより向上する
ことが可能になる。
【００２４】
　また、上記した構成の紙葉識別装置においては、前記可変波長発光手段は、紙葉の搬送
方向に沿って配置され、紙葉に対して線状の光を照射可能にすることができる。
【００２５】
　このような構成では、検知手段としてラインセンサ（イメージセンサ）を配置すること
で、二次元的に画像情報（紙葉読取情報）を得ることが可能となり、紙葉の識別精度をよ
り向上することが可能になる。
【００２６】
　また、上記した構成の紙葉識別装置においては、前記可変波長発光手段は、面発光素子
にすることが可能である。
【００２７】
　このような面発光素子では、可変波長発光手段が単一の発光素子の集合体である場合と
比較して、発光素子間の照射ムラ（輝度の差）が生じないことから、紙葉の識別精度をよ
り向上することが可能になる。
【００２８】
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　また、上記した構成の紙葉識別装置においては、前記記憶手段は、紙葉の基準紙葉デー
タの書換えが可能にすることもできる。
【００２９】
　このように、記憶手段に記憶されている紙葉の基準紙葉データを書換えることで、１つ
の紙葉識別装置でありながら、多種類の紙葉の真贋判定処理に適用することが可能となる
。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明に係る紙幣識別装置の第１の実施形態の全体構成を示す斜視図である。
【図２】上部フレームを下部フレームに対して開いた状態を示す斜視図である。
【図３】下部フレームの紙幣搬送路部分を示した平面図である。
【図４】下部フレームの裏面図である。
【図５】紙幣検知センサの構成を示す斜視図である。
【図６】紙幣識別装置の構成を模式的に示した図である。
【図７】紙幣の概略構成を示す図である。
【図８】紙幣識別装置の制御系を示すブロック図である。
【図９】（ａ）～（ｅ）を含み、画素データ増減処理部における画像データの画素を増減
する一手順例を説明する図である。
【図１０】（ａ）及び（ｂ）は、夫々、画素数の増減処理を行った後に得られる紙幣の画
像データを示す図である。
【図１１】モアレ縞の発生原理を説明する模式図であり、モアレ縞が発生しない条件を説
明する図である。
【図１２】モアレ縞の発生原理を説明する模式図であり、モアレ縞が発生する条件を説明
する図である。
【図１３】紙幣を読取る場合において、画素数を間引く処理をした際にモアレ縞が発生す
る条件を模式的に示す図である。
【図１４】紙幣を読取る場合において、画素数を増加処理した際にモアレ縞が発生する条
件を模式的に示す図である。
【図１５】紙幣識別装置における動作処理、及び上記したモアレデータを利用した真贋判
定処理の手順例を示したフローチャートである。
【図１６】本発明の第２の実施形態に関する紙幣識別装置の制御系を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　以下、図面を参照しながら、本発明の第１の実施形態について説明する。なお、本実施
形態では、真贋判定処理を行う対象を紙幣として説明すると共に、それを取扱う装置（紙
葉識別装置）を紙幣識別装置として説明する。
【００３２】
　図１から図４は、紙幣識別装置（紙葉識別装置）の構成を示す図であり、図１は、全体
構成を示す斜視図、図２は、上部フレームを下部フレームに対して開いた状態を示す斜視
図、図３は、下部フレームの紙幣搬送路部分を示した平面図、そして、図４は、下部フレ
ームの裏面図である。
【００３３】
　本実施形態の紙幣識別装置１は、例えば、スロットマシン等の各種の遊技機間に設置さ
れる遊技媒体貸出装置（図示せず）に組み込み可能に構成されている。この場合、遊技媒
体貸出装置には、紙幣識別装置１の上側又は下側に、他の装置（例えば、紙幣収納ユニッ
ト、硬貨識別装置、記録媒体処理装置、電源装置など）を設置しておいても良く、紙幣識
別装置１は、これら他の装置と一体化されていたり、別個に構成されていても良い。そし
て、このような紙幣識別装置１に紙幣が挿入され、挿入された紙幣の有効性が判定される
と、その紙幣価値に応じた遊技媒体の貸出処理、或いは、プリペイドカードのような記録
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媒体への書き込み処理等が行なわれる。
【００３４】
　紙幣識別装置１は、略直方体状に形成されたフレーム２を備えており、このフレーム２
が図示されていない遊技媒体貸出装置の係止部に装着される。フレーム２は、ベース側と
なる下部フレーム２Ｂと、これを覆うように下部フレーム２Ｂに対して開閉可能な上部フ
レーム２Ａとを有しており、これらのフレーム２Ａ，２Ｂは、図２に示すように、基部を
回動中心として開閉されるように構成されている。
【００３５】
　前記下部フレーム２Ｂは、略直方体形状を有しており、紙幣が搬送される紙幣搬送面３
ａと、その紙幣搬送面３ａの両サイドに形成される側壁部３ｂとを備えている。また、上
部フレーム２Ａは、紙幣搬送面３ｃを備えたプレート状に構成されており、上部フレーム
２Ａが下部フレーム２Ｂの両サイドの側壁部３ｂ間に入り込むように閉塞された際、紙幣
搬送面３ａと紙幣搬送面３ｃとの対向部分に、紙幣が搬送される隙間（紙幣搬送路）５が
形成される。
【００３６】
　そして、上部フレーム２Ａと下部フレーム２Ｂには、この紙幣搬送路５に一致するよう
にして、夫々紙幣挿入部６Ａ，６Ｂが形成されている。これら紙幣挿入部６Ａ，６Ｂは、
上部フレーム２Ａと下部フレーム２Ｂが閉じられた際、スリット状の紙幣挿入口６を形成
し、図１に示すように、紙幣Ｍは、紙幣の短い辺側から矢印Ａ方向に沿って内部に挿入さ
れる。
【００３７】
　また、前記上部フレーム２Ａの先端側には、下部フレーム２Ｂに係止可能なロックシャ
フト４が配設されている。このロックシャフト４には、操作部４ａが設けられており、操
作部４ａを、付勢バネ４ｂの付勢力に抗して回動操作することで、ロックシャフト４は回
動支点Ｐを中心に回動し、上部フレーム２Ａと下部フレーム２Ｂのロック状態（両者が閉
じた状態；重合状態）が解除される。
【００３８】
　前記下部フレーム２Ｂには、紙幣搬送機構８、紙幣挿入口６に挿入された紙幣を検知す
る紙幣検知センサ１８、紙幣検知センサ１８の下流側に設置され、搬送状態にある紙幣の
情報を読取る紙幣読取手段２０、紙幣挿入口６と紙幣検知センサ１８との間の紙幣搬送路
５に設置され、紙幣挿入口６を閉塞するように駆動されるシャッタ機構５０、並びに、上
記した紙幣搬送機構８、紙幣読取手段２０、シャッタ機構５０等の構成部材の駆動を制御
すると共に、読取った紙幣の有効性を識別する（真贋判定処理を行う）制御手段（制御基
板１００）が設けられている。
【００３９】
　前記紙幣搬送機構８は、紙幣挿入口６から挿入された紙幣を挿入方向Ａに沿って搬送可
能であると共に、挿入状態にある紙幣を紙幣挿入口６に向けて差し戻すように搬送可能と
する機構である。紙幣搬送機構８は、下部フレーム２Ｂ側に設置された駆動源である駆動
モータ１０と、この駆動モータ１０によって回転駆動され、紙幣搬送路５に紙幣搬送方向
に沿って所定間隔おいて配設される搬送ローラ対１２，１３，１４を備えている。
【００４０】
　搬送ローラ対１２は、下部フレーム２Ｂ側に配設される駆動ローラ１２Ａと、上部フレ
ーム２Ａ側に配設されて駆動ローラ１２Ａに当接されるピンチローラ１２Ｂとを備えてお
り、これら駆動ローラ１２Ａとピンチローラ１２Ｂは、紙幣搬送方向と直交する方向に沿
って、所定間隔をおいて２箇所設置されている。これらの駆動ローラ１２Ａ及びピンチロ
ーラ１２Ｂは、その一部が紙幣搬送路５に露出した状態となっている。
【００４１】
　前記２箇所に設置される駆動ローラ１２Ａは、下部フレーム２Ｂに回転可能に支持され
た駆動軸１２ａに固定されており、前記２つのピンチローラ１２Ｂは、上部フレーム２Ａ
に支持された支軸１２ｂに回転可能に支持されている。この場合、上部フレーム２Ａには
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、支軸１２ｂを駆動軸１２ａ側に付勢する付勢部材１２ｃが設けられており、ピンチロー
ラ１２Ｂを駆動ローラ１２Ａ側に所定の圧力で当接させている。
【００４２】
　なお、ローラ対１２と同様、上記した搬送ローラ対１３，１４も、それぞれ駆動軸１３
ａ，１４ａに固定される２つの駆動ローラ１３Ａ，１４Ａと、支軸１３ｂ，１４ｂに回転
可能に支持される２つのピンチローラ１３Ｂ，１４Ｂによって構成され、それぞれ付勢部
材１３ｃ，１４ｃによって、各ピンチローラ１３Ｂ，１４Ｂは、各駆動ローラ１３Ａ，１
４Ａに所定の圧力で当接されている。
【００４３】
　前記搬送ローラ対１２，１３，１４は、駆動モータ１０に連結される駆動力伝達機構１
５によって同期駆動される。この駆動力伝達機構１５は、下部フレーム２Ｂの一方の側壁
部３ｂに回転可能に配設されるギヤトレインによって構成される。具体的には、駆動モー
タ１０の出力軸に固定される出力ギヤ１０ａ、この出力ギヤ１０ａに順次噛合され、前記
駆動軸１２ａ，１３ａ，１４ａの端部に装着される入力ギヤ１２Ｇ，１３Ｇ，１４Ｇ、及
びこれらのギヤ間に設置されるアイドルギヤ１６を備えたギヤトレインによって構成され
る。
【００４４】
　上記した構成により、駆動モータ１０が正転駆動されると、各搬送ローラ対１２，１３
，１４は、紙幣を挿入方向Ａに向けて搬送するように駆動され、駆動モータ１０が逆転駆
動されると、各搬送ローラ対１２，１３，１４は、紙幣を紙幣挿入口側に差し戻すように
逆転駆動される。
【００４５】
　前記紙幣検知センサ１８は、紙幣挿入口６に挿入された紙幣を検知した際に、検知信号
を発生するものであり、本実施形態では、後述するシャッタ機構を構成する回動片と、紙
幣を読取る紙幣読取手段２０との間に設置されている。前記紙幣検知センサ１８は、例え
ば、光学式のセンサ、より詳しくは、回帰反射型フォトセンサによって構成されており、
図５に示すように、上部フレーム２Ａ側に設置されるプリズム１８ａと、下部フレーム２
Ｂ側に設置されるセンサ本体１８ｂによって構成される。具体的には、プリズム１８ａと
センサ本体１８ｂは、センサ本体１８ｂの発光部１８ｃから照射された光が、プリズム１
８ａを介してセンサ本体１８ｂの受光部１８ｄで検知される配置態様となっており、プリ
ズム１８ａとセンサ本体１８ｂとの間に位置する紙幣搬送路５に紙幣が通過して受光部１
８ｄで光が検知されなくなると検知信号を発生する。
【００４６】
　なお、上記した紙幣検知センサ１８は、光学式のセンサ以外にも、機械式のセンサによ
って構成されていても良い。
【００４７】
　前記紙幣検知センサ１８の下流側には、搬送状態にある紙幣について、その紙幣情報を
読取る紙幣読取手段２０が設置される。紙幣読取手段２０は、上記した紙幣搬送機構８に
よって紙幣が搬送される際、紙幣に光を照射することで紙幣情報の読取を行い、紙幣の有
効性（真贋）を判定できるような信号を生成できる構成であれば良く、本実施形態では、
紙幣の両側から光を照射し、その透過光と反射光をフォトダイオード等の受光素子で検知
することで紙幣の読取を行うようになっている。
【００４８】
　この場合、紙幣から得られる透過光と反射光の内、反射光については、後述するように
、受光部を有するラインセンサによって所定の大きさを１単位とする画素毎に読取が実行
され、このように読取られた複数の画素によって構成される紙幣の画像データは記憶手段
に記憶されると共に、ここで記憶された画像データは画像処理部において、画素の数を増
加及び／又は減少するように画像処理が施される。そして、このように画素数が増減処理
された画像データは、予め格納されている真券の画像データと比較することで真贋の判定
処理が実行される。
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【００４９】
　なお、紙幣を透過した透過光については、反射光と同様な手法によって真贋の判定処理
を行っても良いし、別の手法を用いて真贋の判定処理を行うようにしても良い。
【００５０】
　前記紙幣挿入口６の下流側には、紙幣挿入口６を閉塞するシャッタ機構５０が配設され
ている。このシャッタ機構５０は、常時、紙幣挿入口６を開放した状態になっており、紙
幣が挿入されて、紙幣検知センサ１８が紙幣の後端を検知した際（紙幣検知センサ１８が
ＯＦＦ）に閉塞されて、不正行為等が行えないように構成される。
【００５１】
　具体的にシャッタ機構５０は、紙幣搬送路５の紙幣搬送方向と直交する方向に所定間隔
おいて出没するように回動駆動される回動片５２と、この回動片５２を回動駆動する駆動
源であるソレノイド（プル型）５４とを有している。この場合、回動片５２は、支軸５５
の幅方向に２箇所設置されており、紙幣搬送路５を形成する下部フレーム２Ｂの紙幣搬送
面３ａには、各回動片５２が出没できるように紙幣搬送方向に延出する長孔５ｃが形成さ
れている。
【００５２】
　また、前記紙幣読取手段２０の下流側には、紙幣の通過を検知する紙幣通過検知センサ
６０が設けられている。この紙幣通過検知センサ６０は、有効と判定された紙幣が、更に
下流側に搬送されて、紙幣の後端を検知した際に検知信号を発生するものであり、この検
知信号の発生に基づいて、上記したソレノイド５４の通電が解除され（ソレノイドＯＦＦ
）、駆動軸５４ａに設けられた付勢バネの付勢力によって駆動軸５４ａは突出方向に移動
する。これにより、シャッタ機構を構成する回動片５２は、駆動軸５４ａに連動する支軸
５５を介して紙幣搬送路を開放状態とするように回動駆動される。
【００５３】
　前記紙幣通過検知センサ６０は、上述した紙幣検知センサ１８と同様、光学式のセンサ
（回帰反射型フォトセンサ）によって構成されており、上部フレーム２Ａ側に設置される
プリズム６０ａと、下部フレーム２Ｂ側に設置されるセンサ本体６０ｂによって構成され
る。もちろん、上記した紙幣通過検知センサ６０は、光学式のセンサ以外にも、機械式の
センサによって構成されていても良い。
【００５４】
　前記紙幣挿入口６の近傍には、紙幣が挿入された状態にあることを視認可能に報知する
報知素子が設けられている。このような報知素子は、例えば、点滅するＬＥＤ７０によっ
て構成することが可能であり、利用者が紙幣挿入口６に紙幣を挿入することで点灯し、紙
幣の処理状態であることを利用者に知らせる。このため、利用者が誤って次の紙幣を差し
込むことを防止することが可能となる。
【００５５】
　次に、上部フレーム２Ａ及び下部フレーム２Ｂに設置される紙幣読取手段２０の構成に
ついて図２～図４及び図６を参照して説明する。
【００５６】
　前記紙幣読取手段２０は、上部フレーム２Ａ側に配設され、搬送される紙幣の上側で搬
送路幅方向に亘ってスリット状の光を照射可能とした第１発光部２３を具備した発光ユニ
ット２４と、下部フレーム２Ｂ側に配設されたラインセンサ２５とを有している。
【００５７】
　前記下部フレーム２Ｂ側に設置されるラインセンサ２５は、紙幣を挟むようにして、前
記第１発光部２３と対向するように配設される受光部２６と、受光部２６の紙幣搬送方向
両側に隣接して配設され、スリット状の光を照射可能とした第２発光部２７とを有してい
る。
【００５８】
　前記ラインセンサ２５の受光部２６と対向配置された第１発光部２３は、透過用の光源
として機能する。この第１発光部２３は、図２に示すように、合成樹脂製の矩形棒状体に
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形成されたいわゆる導光体として構成されており、好ましくは端部に設置されるＬＥＤ等
の発光素子２３ａからの射出光を入力して、長手方向に沿って導光させながら発光する機
能を有する。これにより、簡単な構成で、搬送される紙幣の搬送路幅方向全体の範囲に対
して均一にスリット状の光を照射することが可能となる。
【００５９】
　なお、前記ラインセンサ２５の受光部２６は、導光体である第１発光部２３と平行にラ
イン状に配設されており、紙幣搬送路５に対して交差方向に伸延し、かつ受光部２６に設
けた図示しない受光センサの感度に影響を与えない程度の幅を有する帯状に形成された薄
肉の板状に形成されている。具体的には、受光部２６の厚み方向の中央に複数のＣＣＤ（
Charge Coupled Device）をライン状に設けるとともに、このＣＣＤの上方位置に、透過
光及び反射光を集光させるように、ライン状にセルフォックレンズアレイ２６ａを配置し
た構成となっている。
【００６０】
　前記ラインセンサ２５の第２発光部２７は、反射用の光源として機能する。この第２発
光部２７は、第１発光部２３と同様、図３に示すように、合成樹脂製の矩形棒状体に形成
されたいわゆる導光体として構成されており、好ましくは端部に設置されるＬＥＤ等の発
光素子２７ａからの射出光を入力して、長手方向に沿って導光させながら発光する機能を
有する。これにより、簡単な構成で、搬送される紙幣の搬送路幅方向全体の範囲に対して
均一にスリット状の光を照射することが可能となる。
【００６１】
　なお、前記第２発光部２７は、４５度の仰角で光を紙幣に向けて照射可能としており、
紙幣からの反射光を受光部２６（受光センサ）で受光するように配設されている。この場
合、第２発光部２７から照射された光が受光部２６へ４５度で入射するようにしているが
、入射角は４５度に限定されるものではなく、反射光を確実に受光可能な範囲であれば適
宜設定することができる。このため、第２発光部２７、受光部２６の配置については、紙
幣識別装置の構造に応じて、適宜設計変更が可能である。また、前記第２発光部２７につ
いては、受光部２６を挟んで両サイドに設置して、両側からそれぞれ入射角４５度で光を
照射するようにしている。これは、紙幣表面に傷や折皺などがある場合、これら傷や折皺
部分に生じた凹凸に光が片側からのみ照射された場合、どうしても凹凸の部分においては
光が遮られて陰になってしまう箇所が生じることがある。このため、両側から光を照射す
ることにより、凹凸の部分において陰ができることを防止して、片側からの照射よりも精
度の高い画像データを得ることを可能としている。もちろん、第２発光部２７については
、片方のみに設置した構成であっても良い。
【００６２】
　上記したラインセンサ２５は、紙幣搬送路５に露出することから、その表面部分（搬送
面３ａと略面一になる部分）の紙幣搬送方向の両端には、図２に示すように凹凸部２５ａ
が形成されており、搬送される紙幣を引っ掛かり難くしている。また、発光ユニット２４
もラインセンサ２５と同様、その表面部分の紙幣搬送方向の両端に、図２に示すように凹
凸部２４ａが形成されており、搬送される紙幣を引っ掛かり難くしている。
【００６３】
　次に、上述した紙幣読取手段２０で読取られた紙幣情報を基に、紙幣の真贋を識別する
紙幣識別手段において実行される紙幣の真贋判定方法について具体的に説明する。なお、
ここでは、上記したように、反射光を利用した真贋判定処理について説明する。
【００６４】
　通常、紙幣には、偽造防止の１つの手段として、マイクロプリント（再現が困難となる
ような極めて微細な文字や模様など）が形成されている。このマイクロプリントは、図７
に模式的に示すように、単位幅内に多数の細線２００を形成することで構成されており、
例えば、彫刻凹版によって形成することが可能である。マイクロプリントの構成について
は、ここでは詳細に説明しないが、図では分かり易いように、単位幅内に多数の直線状の
細線を描画することで構成されている。もちろん、細線は、図に示す直線状以外にも、曲



(10) JP 5168660 B2 2013.3.21

10

20

30

40

50

線状としたり、直線と曲線を組み合わせたものであっても良い。また、これらの細線によ
って、別途、文字や模様を構成しても良い。
【００６５】
　本実施形態に係る紙幣の真贋判定手法は、まず、紙幣Ｍが紙幣搬送機構８によって搬送
された状態で、前記ラインセンサ２５における第２発光部２７から紙幣に照射され、その
反射光を受光部２６で受光して紙幣の読取を実行する。この読取は、紙幣の搬送処理中、
所定の大きさを１単位とする画素毎に実行され、このようにして読取られた多数の画素（
複数の画素）によって構成される紙幣の画像データは、ＲＡＭなどの記憶手段に記憶され
る。そして、ここで記憶された複数の画素によって構成される画像データは、画像処理部
において、画素の数が増加及び／又は減少するように画像処理が施される。
【００６６】
　上記したように画素の数が増加及び／又は減少するように画像処理が施された紙幣の画
像データには、上記したマイクロプリント部分において、その紙幣固有の縞状パターン（
モアレ縞）が表れたモアレデータを取得することが可能となる。このモアレデータは、画
素の数を、拡大又は縮小することで、その拡縮率特有のものが得られることから、予め格
納されている真券のモアレデータと比較することで、真贋判定を行うことが可能となる。
【００６７】
　図８は、上記した紙幣搬送機構８、紙幣読取手段２０、シャッタ機構５０、紙幣の真贋
判定処理を実行する真贋判定部１５０等を備えた紙幣識別装置１を制御する制御手段の概
略構成を示すブロック図である。
【００６８】
　制御手段３０は、上記した各駆動装置の動作を制御する制御基板１００を備えており、
この制御基板１００上には、各駆動装置の駆動を制御すると共に、紙幣識別手段を構成す
るＣＰＵ（Central Processing Unit）１１０と、ＲＯＭ(Read Only Memory)１１２と、
ＲＡＭ（Random
Access Memory）１１４と、画像処理部１１６とが実装されている。
【００６９】
　前記ＲＯＭ１１２には、上述した駆動モータ１０、ソレノイド５４、ＬＥＤ７０等、各
種駆動装置の作動プログラムや、真贋判定プログラム等の各種プログラム、及び画像処理
部１１６にける画素データ増減処理部１１６ａにて実行される画素データを拡大するか、
等倍するか、間引くかを決定するデータからなる変換テーブル等、恒久的なデータが記憶
されている。
【００７０】
　前記ＣＰＵ１１０は、ＲＯＭ１１２に記憶されている前記プログラムに従って作動して
、Ｉ／Ｏポート１２０を介して上述した各種駆動装置との信号の入出力を行い、紙幣識別
装置の全体的な動作制御を行う。すなわち、ＣＰＵ１１０には、Ｉ／Ｏポート１２０を介
して、駆動モータ駆動回路１２５（駆動モータ１０）、ソレノイド５４、ＬＥＤ７０が接
続されており、これらの駆動装置は、ＲＯＭ１１２に格納された作動プログラムに従って
、ＣＰＵ１１０からの制御信号により動作が制御される。また、ＣＰＵ１１０には、Ｉ／
Ｏポート１２０を介して、紙幣検知センサ１８や通過検知センサ６０からの検知信号が入
力されるようになっており、これら検知信号に基づいて、駆動モータ１０の駆動制御、並
びに、ＬＥＤ７０の点滅制御、ソレノイド５４の駆動制御が行われる。
【００７１】
　前記ＲＡＭ１１４には、ＣＰＵ１１０が作動する際に用いるデータやプログラムが一時
的に記憶されると共に、判定対象となる紙幣の受光データ（複数の画素によって構成され
る紙幣の画像データ）を取得して一時的に記憶する機能を有する。
【００７２】
　また、前記画像処理部１１６は、前記ＲＡＭ１１４に格納された紙幣の画像データに関
し、その画素の増減処理を行う画素データ増減処理部１１６ａと、紙幣に関する基準のデ
ータを格納している基準データ記憶部１１６ｃと、画素データ増減処理部１１６ａにおい



(11) JP 5168660 B2 2013.3.21

10

20

30

40

50

て画素の増減処理が成された画像データと、基準データ記憶部１１６ｃに格納されている
基準データとを比較し、紙幣の判定処理を行う判定処理部１１６ｂを備えている。この場
合、本実施形態では、基準データを専用の基準データ記憶部１１６ｃに記憶させているが
、これを上記したＲＯＭ１１２に記憶させておいても良い。すなわち、画像データの拡縮
率を特定する変換テーブルに関連付けして、その真券データを格納しておいても良い。ま
た、真券の基準データについては、基準データ記憶部１１６ｃに予め記憶させても良いが
、例えば、真券を、紙幣搬送機構８を通して搬送させながら受光データを取得し、これを
基準データとして記憶させても良い。
【００７３】
　さらに、ＣＰＵ１１０には、Ｉ／Ｏポート１２０を介して、上記した発光ユニット２４
における第１発光部（導光体）２３と、ラインセンサ２５における受光部２６及び第２発
光部（導光体）２７が接続されており、これらは、ＣＰＵ１１０、ＲＯＭ１１２、ＲＡＭ
１１４、画像処理部１１６と共に、紙幣の真贋判定部１５０を構成し、紙幣識別装置１に
おける真贋判定に必要な動作制御を行う。なお、本実施形態では、真贋判定部１５０につ
いては、紙幣の駆動系を制御する制御部と共通化されているが、真贋判定処理を行う機能
を、それ専用のハード構成としても良い。
【００７４】
　また、ＣＰＵ１１０は、Ｉ／Ｏポート１２０を介して紙幣識別装置１が組み込まれる遊
技媒体貸出装置の制御部や外部装置のホストコンピュータ等の上位装置３００に接続され
ており、上位装置に対して、各種信号（紙幣に関する情報、警告信号等）を送信するよう
にしている。
【００７５】
　ここで、上記した画素データ増減処理部１１６ａにおける画像データの画素を増減する
一手順例について、図９の概念図を参照して説明する。
【００７６】
　図９（ａ）は、最初に読取手段２０を介して読取られた紙幣の画像データを画素毎にし
た元データを模式的に示している（縦方向：横方向＝１：１とし、画素の数を少なくして
示す）。１つの四角は１画素に対応しており、各四角内に付されている数字は、読取った
紙幣のその画素における色の明るさを示している。なお、実際には、各画素では、ＲＧＢ
のフィルタ制御によって各ＲＧＢの明るさが制御されているため、画素毎に異なる明るさ
の色情報を含んだものとなっている（図９（ａ）では、全ての画素が夫々異なる明るさの
色情報で構成されている）。
【００７７】
　このように紙幣読取手段２０によって読取られる紙幣の元データは、記憶手段であるＲ
ＡＭ１１４に格納された後、画像データ増減処理部１１６ａにおいて画素データの増減処
理が施される。例えば、縦方向はそのままで横方向を２倍（縦方向：横方向＝１：２）と
なるように画素の数を増加させる場合、まず、図９（ｂ）に示すように、各画素の横方向
に１つの画素を補完し、次いで、図９（ｃ）に示すように、補完された画素部分に、その
横の画素の色情報と同じ色情報の割り当て処理を行う。これにより、縦方向はそのままで
、横方向に等倍処理された画像データを生成することが可能となる。なお、等倍処理でな
い場合は、例えば、変換テーブルにおいて、何番目の画素データについて色情報の割り当
て処理を実行させるかを予め定める等しておけば良い。
【００７８】
　一方、元データに対して、例えば、縦方向はそのままで横方向を０．２５倍（縦方向：
横方向＝１：０．２５）となるように画素の数を減少させる場合、例えば、図９（ｄ）に
示すように、横方向の全画素を平均して１／４づつ分割し、間の画素(空白で示す画素)を
間引く方法で縮小処理を行えば良い（図９（ｅ））。これにより、縦方向はそのままで、
横方向には１／４に縮小された画像データを生成することが可能となる。
【００７９】
　図１０は、上記したように画素数の増減処理を行った後に得られる紙幣の画像データを
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示している。図１０（ａ）に示すように、（縦方向：横方向＝１：２）となるように画素
の数を増加させると、図７に示した紙幣Ｍに形成されているマイクロプリント部分（多数
の細線２００部分）には、その増加率特有のモアレデータ（モアレ縞）２００Ａが得られ
るようになる。また、図１０（ｂ）に示すように、（縦方向：横方向＝１：０．２５）と
なるように画素の数を減少させると、図７に示した紙幣Ｍに形成されているマイクロプリ
ント部分（多数の細線２００部分）には、その減少率特有のモアレデータ（モアレ縞）２
００Ｂが得られるようになる。
【００８０】
　ここで、上記したモアレ縞の発生原理、及び発生条件について、図１１～図１４を参照
して説明する。　
　図１１に示すように、紙幣Ｍに形成されている細線（隣接する黒いバーで示す）２００
の間隔をｂとした場合、その間隔ｂが、上述した紙幣読取手段２０を構成するラインセン
サ２５が１画素を読取る間隔ｄよりも広ければ（ｂ＞ｄ）、紙幣の細線２００を正確に読
取ることができるため、読取画像データ（ａ）は、そのまま紙幣の細線を再現した状態と
なり、モアレ縞が発生することはない。
【００８１】
　これに対して、図１２に示すように、紙幣Ｍに形成されている細線２００の間隔ｂが、
ラインセンサ２５が１画素を読取る間隔ｄと同一か、それ以下になると（ｂ≦ｄ）細線で
ある黒いバーは、図１１で示すような画像データ（ａ）として再現できなくなり、その読
取画像データは、全て黒い状態として読取ってしまう。すなわち、ｂ≦ｄになると、紙幣
の細線２００を正確に読取ることができなくなって、微細な線が粗くなってしまい、これ
によりモアレ縞が発生する原因となる。
【００８２】
　上述したように、画素数の減少処理を行う場合、例えば、図１３に示すように、紙幣本
来の細線の間隔ｂが、画素データを間引いたことによって得られる画素間の間隔ｄ以下と
なったとき（画素数の減少率がｂ≦ｄの条件を満足する）、隣接する細線同士が明確に区
別することが困難となり（読取った細線データの線が粗くなってしまう）、粗くなった状
態の細線同士によってモアレ縞が発生するようになる。
【００８３】
　一方、図１４に示すように、取込んだ画像データの細線２００の間隔がｂであった状態
で、画素数の増加処理を行うと、拡大後の画像データによって得られる細線２００の間隔
は拡大処理によってｂ´となる。この拡大後の画像データによって得られる細線２００の
間隔ｂ´が、１画素を読取る間隔ｄ以下であれば（増加率がｂ´≦ｄの条件を満足する）
、上記した原理と同様、モアレ縞が発生するようになる。
【００８４】
　以上のように、取込んだ紙幣に関する画像データの画素の数の増減を、紙幣の取込み方
向及びこれに直交する方向において、異なる比率で行うことで、画像データにモアレ縞を
発生させることが可能となり、モアレデータを容易に取得することが可能になる。
【００８５】
　この結果、判定処理部１１６ｂにおいて、基準データ記憶部１１６ｃに予め格納されて
いる基準データ（拡縮倍率に応じて格納されているモアレ縞データ）と比較することで、
その紙幣の真贋判定処理を行うことが可能となる。具体的には、例えば、モアレ縞が生じ
ている部分の各画素について、明るさ（濃度）に関する画素データを検出し、それを基準
データと比較して、その違いが所定の値以下である場合、その画素部分については等しい
とみなし、これをモアレ縞が生じている部分の全ての画素について実行することで、真贋
判定を行うことが可能である。
【００８６】
　図１５は、上記した紙幣識別装置における動作処理、及び上記したモアレデータを利用
した真贋判定処理の手順例を示したフローチャートである。以下、このフローチャートを
参照しながら、本実施形態に係る紙幣識別装置の処理動作について説明する。
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【００８７】
　最初、紙幣識別装置１のＣＰＵ１１０は、紙幣を検出したか否かを判定する（ステップ
Ｓ０１）。これは、紙幣検知センサ１８が紙幣の挿入を検知して検知信号を発したか否か
で判定され、紙幣検知センサ１８が紙幣を検出すると、駆動モータ１０が駆動されて、紙
幣搬送機構８を介して紙幣の搬送処理が行われる（ステップＳ０２）。なお、このとき、
ＬＥＤ７０が点灯処理され、利用者に対して紙幣処理中であることを知らせて追加の紙幣
挿入が防止される。
【００８８】
　この紙幣の搬送処理と同期して、紙幣読取手段２０において紙幣の読取処理を実行する
（ステップＳ０３）。この紙幣の読取処理は、ＣＰＵ１１０が、第１，第２発光部２３，
２７に照射信号を出力し、各発光部２３，２７から紙幣に向けて照射光を照射し、受光部
２６において、その反射光を受光することで成される。なお、紙幣の識別処理に用いられ
るモアレデータは、上述したように、発光部２７から照射した光の反射光に基づいて取得
される。
【００８９】
　紙幣の装置内への搬送により、前記紙幣読取手段２０がその情報を読取り、上記した制
御手段３０において、真贋判定処理が実行される。上記した紙幣の読取は、ラインセンサ
２５の受光部２６において、第２発光部２７から照射され、搬送状態にある紙幣からの反
射光を受光することで成される。この読取時においては、上述したように、所定の大きさ
を１単位とする画素毎に紙幣の画像情報が取得される。また、第１発光部２３から照射さ
れて、紙幣を透過する透過光については、別の真贋判定処理（濃淡データ等による真贋判
定処理など）に用いることが可能である。
【００９０】
　なお、この真贋判定処理が実行されている際に、紙幣検知センサ１８が搬送状態にある
紙幣の後端を検知すると（紙幣検知センサ１８がＯＦＦ）ソレノイド５４が通電され、こ
れにより、回動片５２が回動駆動されて紙幣挿入口６を閉塞し、紙幣の追加投入を防止す
る。
【００９１】
　上記したように、画素毎に読取られた紙幣情報は、複数の画素によって紙幣全体の画像
データを構成することとなり、この画像データは、記憶手段であるＲＡＭ１１４に格納さ
れる（ステップＳ０４）。そして、引き続いて、ＲＡＭ１１４に記憶された画像データは
、画像処理部１１６において、画素の数が増加及び／又は減少するように画像処理が施さ
れる（ステップＳ０５）。なお、画素の数の増減処理は、ＲＯＭ１１２に格納されている
変換テーブルに基づいて実行され、この処理によって得られる紙幣の画像データには、上
述したように、増減比率に応じて、マイクロプリント部分において特有のモアレデータが
得られる。
【００９２】
　そして、引き続き、ステップＳ０６で紙幣の真贋判定処理を行う。上述したように、Ｒ
ＯＭに格納されている変換テーブルによる増減率によって、特有のモアレデータ（モアレ
縞）が得られることから、これを、判定処理部１１６ｂにおいて、基準データ記憶部１１
６ｃに予め格納されている基準データ（拡縮倍率に応じて格納されているモアレ縞データ
）と比較することで、その紙幣の真贋が判定される。
【００９３】
　上記した真贋判定処理において、搬送された紙幣が真券であると判定された場合（ステ
ップＳ０７のＹｅｓ）、紙幣判定ＯＫ処理を実行する（ステップＳ０８）。この処理は、
例えば、紙幣をそのまま下流側にあるスタッカに向けて搬送する処理、下流側に向けて搬
送される紙幣の後端が紙幣通過検知センサ６０によって検知された段階で駆動モータ１０
の駆動を停止する処理、及び、これに伴い、ソレノイド５４の駆動をＯＦＦ（通電を解除
）して回動片５２を紙幣搬送路５から引き込ませて、紙幣挿入口６を開放状態にすると共
にＬＥＤ７０を消灯する処理等が該当する。
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【００９４】
　一方、上記したステップＳ０７の処理において、搬送された紙幣が偽札であると判定さ
れた場合（紙幣が著しく汚損しているような場合も含む）、紙幣判定ＮＧ処理が実行され
る（ステップＳ０９）。この処理は、例えば、挿入された紙幣を返却すべく、駆動モータ
１０の逆転処理、或いは上位装置３００に対して警報信号を出力する処理等が該当する。
【００９５】
　以上のように構成される紙幣識別装置１によれば、取込んだ紙幣に関する画像データの
画素の数を、増減させることにより、その紙幣固有の縞状パターン（モアレ縞）が表れた
モアレデータを取得することが可能となる。これにより、例えば、識別精度向上を図るた
め、紙幣読取手段２０を構成するセンサを、解像度の高いものに変更する場合であっても
、モアレ縞を発生させるためのフィルタ等、新たに製造する必要が無くなって、コストの
上昇を抑制することが可能になる。
【００９６】
　また、上記した構成では、画素データ増減処理部１１６ａにおける画素の数の増減につ
いては、紙幣の取込み方向及びこれに直交する方向において、所定の増減比率で実行する
ように、ＲＯＭ１１２に格納されている変換テーブルに基づいて設定するようになってい
る。従って、単にパラメータ（縦方向；５０％、横方向；５０％など）を変更するだけで
センサの解像度に応じた最適なモアレデータを取得することが可能になることから、ＲＯ
Ｍの記憶領域には、画像データを拡縮するためのパラメータを確保するだけで良くなり、
無用な記憶領域を確保する必要が無くなって、コストの上昇を抑えることが可能になる。
【００９７】
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。なお、この実施形態においても、真
贋判定処理を行う対象を紙幣として説明すると共に、それを取扱う装置（紙葉識別装置）
を紙幣識別装置として説明する。また、紙幣識別装置の概略構成については、図１から図
６に示したものと同一であるため、異なる部分について説明すると共に、図１６に示すブ
ロック図を参照しながら、その動作を説明する。
【００９８】
　本実施形態では、図１から図６に示した紙幣識別装置における発光素子（第１発光部２
３及び第２発光部２７）を、異なる波長の光を照射することが可能な可変波長発光手段で
構成している。このような可変波長発光手段は、例えば、ＬＥＤ（発光ダイオード）、Ｓ
ＬＤ（Super Luminescent Diode）、ＳＯＡ（Semiconductor Optical Amplifier）、ＬＤ
（レーザダイオード）等を用いることが可能であり、このような可変波長発光素子は、紙
幣識別装置内に１つ設置しても良いし、複数個設置しても良い。或いは、紙幣識別精度を
向上が図れるように、紙幣に対して搬送方向と直交する方向に線状の光を照射できるよう
に線状に配置しても良い。
【００９９】
　また、上記したタイプ以外にも、有機ＥＬ／ＳＥＤ／ＦＥＤのように、面発光が可能な
発光素子を用いることが可能である。このような面発光素子では、可変波長発光手段が単
一の発光素子の集合体である場合と比較すると、発光素子間の照射ムラ（輝度の差）が生
じないことから、紙幣の識別精度をより向上することが可能になる。
【０１００】
　上記したような可変波長発光素子は、例えば、ＣＰＵ１１０によって制御される波長可
変駆動回路２５０により、波長制御信号、具体的には、電圧値や電流値を変化させた波長
制御信号を、夫々の第１発光部２３及び第２発光部２７に入力することで、各発光部２３
，２７から所望の波長の光を照射することができる。
【０１０１】
　なお、一般的に、検知手段として受光部を構成するセンサは、ある程度広い範囲の波長
の光に対して感知することが可能であり、可変波長発光手段が発光できる範囲の波長を感
知（検知）できるのが望ましいのは言うまでもない。このような可変波長を検知するセン
サは、素子自体で、可変波長光を受光できるように制御しても良いし、或いは、素子にフ
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ィルタ（例えば、レンズフィルタ）を用いることで達成できる。もちろん、ラインセンサ
を用いた場合においても、同様に構成することが望ましい。
【０１０２】
　一方、制御手段３０を構成する制御基板１００には、真贋判定部２５６が設けられてお
り、この真贋判定部２５６は、検知紙幣データ記憶部２５６ａと、基準データ記憶部２５
６ｃと、実際に紙葉の真贋を判定する判定処理部２５６ｂと、を有している。
【０１０３】
　前記検知紙幣データ記憶部２５６ａは、上記した可変波長発光手段である第１発光部２
３及び第２発光部２７から発光される任意波長の光に関し、紙幣から得られる透過光及び
反射光を受光部２６で検知し、その検知紙幣データを記憶する機能を有する。
【０１０４】
　また、前記基準データ記憶部２５６ｃは、紙幣に対して照射する光の波長に応じて、そ
の波長の光で得られる紙幣の基準紙葉データを記憶する機能を有する。この基準データ記
憶部２５６ｃには、予め、適用可能である紙幣に関し、識別に適した波長の光を照射した
際に得られる基準紙幣データ（紙幣の種別毎に対応付けされた波長、及びその波長の光を
照射した際に得られる基本となる基準データ）が格納されている。
【０１０５】
　なお、この基準データ記憶部２５６ｃに記憶される基準紙幣データについては、予め、
適用可能な紙幣について格納されているが、事後的に新たなタイプの紙幣を処理するよう
な場合では、通信管理部２７０を介して基準紙幣データを入力（書換え）することも可能
である。このような基準紙幣データの書換えは、例えば、接続ユニットにコネクタを接続
して書換える場合と、ネットワーク（インターネットや、所定の地域内で構築されるＬＡ
Ｎ等のネットワークなど）を経由して処理することが可能である。すなわち、書換え処理
に伴う新たな基準紙幣データは、所定の通信プロトコルに対応させてネットワークを介し
て入力しても良いし、所定の入力ポートを介して外部記憶媒体等から入力しても良い。或
いは、基準データ記憶部がＲＯＭのような記憶手段であれば、それ自体を交換するように
しても良い。このように、記憶手段に記憶されている紙幣の基準紙幣データを書換えるこ
とで、１つの識別装置でありながら、容易に多種類の紙幣の真贋判定処理に適用すること
が可能になる。
【０１０６】
　また、前記紙葉の真贋を判定する判定処理部２５６ｂは、前記検知紙幣データ記憶部２
５６ａに記憶された実際に検知した紙幣データと、基準データ記憶部２５６ｃに照射され
た光の波長に関連付けされて記憶されている基準紙葉データとを比較し、その紙幣の真贋
を判定する機能を有する。
【０１０７】
　以上のように構成される紙幣識別装置では、紙幣の印刷領域に対して、第１発光部２３
及び第２発光部２７から、異なる波長の光を照射することができるため、１つの装置で、
異なるタイプの紙幣の真贋判定を行うことが可能になる。すなわち、紙葉の印刷領域に用
いられている印刷インクは、その種類によって特定の波長光（１つ以上あると考えられる
）を吸収、或いは反射するという特性があることから、真贋判定する紙幣に用いられてい
る印刷インクに最適な波長光を選択することが可能となる。このため、紙幣毎に、それ専
用の識別装置を準備する必要がなく、例えば、１台の装置で、複数の国に流通している紙
幣をまとめて識別処理することが可能になる。また、異なるタイプの紙幣が用いられても
、正確な識別を実施することが可能となる。
【０１０８】
　また、一般的に、様々な国で用いられる紙幣、或いは、今後、新たに発行される紙幣に
用いられる印刷インクは、紫外線帯域から赤外線帯域の範囲内のいずれかで、透過光や反
射光のピークが生じると考えられることから、上記した帯域内で第１発光部２３及び第２
発光部２７から照射される光の波長が変更できれば、殆どの国の紙幣に対応することが可
能である。
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【０１０９】
　また、上記した第１発光部２３及び第２発光部２７から照射される光は、紙幣が紙幣搬
送機構によって搬送される際、所定の波長光を照射するものであっても良いが、紙幣搬送
機構によって搬送される間に、搬送される紙幣に対して異なる波長光を照射するようにし
ても良い。例えば、紙幣の搬送領域に沿って、異なる波長の光を照射するようにすれば、
読取方向に沿って異なる印刷インクが用いられている場合等、紙葉の識別精度をより向上
することが可能になる。
【０１１０】
　また、光を照射する領域に関しては、搬送される紙幣の一部をスポット状に照射し、紙
幣搬送方向に沿った線情報としてデータの読取を行っても良いし、幅方向全体をスリット
状に照射して面情報としてデータの読取を行っても良い。このように、面情報としてデー
タを取得することで、二次元的な画像情報を得ることが可能となり、紙幣の識別精度をよ
り向上することが可能になる。
【０１１１】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、上述した第１の実施形態では、搬送され
る紙幣を読取るに際して、読取られた画像データの画素数を増減させることでモアレデー
タを取得し、そのモアレデータを有する紙幣の画像データに基づいて紙幣の真贋を識別す
る構成であれば良く、それ以外の構成については適宜変形することが可能である。例えば
、紙幣の読取を行う読取手段（センサ）の構成や配置態様については、上記した実施形態
に限定されることはなく、種々変更することが可能である。
【０１１２】
　また、上述した第２の実施形態では、紙幣に光を照射する発光素子について、波長が可
変制御できる構成であれば良く、波長の制御方法や、用いられる発光素子の構成について
は、特に限定されることはない。また、もちろんこのような波長が可変できる発光素子（
面発光素子や、紙葉に対して線状の光を照射可能な発光素子を含む）を、第１の実施形態
における第１発光部２３や第２発光部２７に適用しても良いし、第１の実施形態における
基準データ記憶部に記憶されている紙葉基準データについては、書換え処理できるように
構成しても良い。
【０１１３】
　また、異なる波長の光を照射することを可能にする可変波長発光手段については、上述
したように、電圧制御等することで、１つの発光素子が複数の波長の光を照射する構成以
外にも、例えば、特定の波長の光を照射する複数の発光素子（例えば、紫外光領域の光を
照射する発光素子、可視光領域の光を照射する発光素子、赤外光領域の光を照射する発光
素子など）を用いた構成であっても良い。すなわち、これらの複数の発光素子のいずれか
を選択的に発光させたり、各発光素子の光量を変えたりすることで、制御回路のプログラ
ム上で、波長を可変させた光を照射させることも可能である。
【０１１４】
　また、例えば、紫外光領域から可視光領域の範囲を１つの発光素子でカバーし、可視光
領域から赤外光領域の範囲を別の発光素子でカバーする等、短い波長帯域で可変波長が可
能な複数個の発光素子を用いて、紫外光領域から赤外光領域の範囲をカバーするようにし
ても良い。
【０１１５】
　さらに、上述した第１及び第２の実施形態では、紫外線帯域から赤外線帯域の内、特定
の帯域を指定して用いることが可能である。また、可変波長発光素子を複数個設置してお
き、一方を赤外光帯域、他方を紫外光帯域で用いるなど、実際に発光する波長については
、適宜組み合わせることが可能である。このように構成することで、照射する波長が限定
されることから、基準紙葉データを波長に正確に対応付けすることができ、真贋判定時に
おける整合性の向上が図れる。
【産業上の利用可能性】
【０１１６】
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　本発明の紙葉識別装置は、遊技媒体貸出装置に限られず、紙幣が挿入されたことで、商
品やサービスを提供する各種の装置に組み込むことが可能である。また、本発明の紙葉識
別装置として、上記した実施形態では、紙幣を処理するものであることを例示して説明し
たが、紙幣以外にも、金券やその他有価証券などの真贋判定を行う装置として適用可能で
ある。
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